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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第28期

第３四半期連結
累計期間

第29期
第３四半期連結
累計期間

第28期
第３四半期連結
会計期間

第29期
第３四半期連結
会計期間

第28期

会計期間

自　平成20年
　　10月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成21年
　　９月30日

売上高 (千円) 3,542,0758,706,6111,252,9552,470,0265,073,558

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △1,177,251262,299△216,391 33,003△1,355,391

四半期(当期)純利益
又は純損失(△)

(千円) △1,127,717276,709△218,375 27,074△1,194,800

純資産額 (千円) ― ― 107,439300,168 36,882

総資産額 (千円) ― ― 1,988,0472,598,0832,228,060

１株当たり純資産額 (円) ― ― 9.84 27.50 3.37

１株当たり四半期
(当期)純利益又は
純損失金額(△)

(円) △103.31 25.35 △20.00 2.48 △109.45

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 5.4 11.6 1.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △160,461335,683 ― ― △327,358

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △402,574△3,860 ― ― △327,778

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 541,508△192,419 ― ― 579,716

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 132,039210,835 70,951

従業員数 (人) ― ― 207 193 206

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第28期第３四半期連結累計期間、第28期第３四半期連結会計期間及び第28期の潜在株式調整後１株当たり四半

期(当期)純利益金額については、四半期(当期)純損失が計上されているため記載しておりません。また第29期

第３四半期連結累計期間及び第29期第３四半期連結会計期間については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(人) 193

(注) １　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります。)であります。

２　臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等）は、当第３四半期連結会計期間の平均人員が従

業員数の10/100未満であるため、記載を省略しております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(人) 177

(注) １　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。)でありま

す。

２　臨時雇用者数(パートタイマー、人材会社からの派遣社員等)は、当第３四半期会計期間の平均人員が従業員数

の10/100未満であるため、記載を省略しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ピクセラ(E02075)

四半期報告書

 3/29



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。

製品分類 金額(千円) 前年同四半期比(％)

製品売上 1,847,980 228.4

ソフトウエアロイヤルティ 74,363 50.2

受託開発 18,792 141.0

光触媒関連製品 44,940 89.5

合計 1,986,077 194.5

(注) １　上記の金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。

２　「その他」は光触媒塗料関連に関わるものであります。

　

(2) 受注状況

当第３四半期連結会計期間の受注状況を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。

製品分類 受注高(千円) 前年同四半期比(％) 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

製品売上 1,761,828 297.3 361,570 223.9

受託開発 67,372 105.1 45,265 575.7

光触媒関連製品 79,614 92.6 17,683 55.6

合計 1,908,813 257.0 424,518 211.1

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　製品売上のうち自社ブランド製品については、受注予測に基づく見込生産によっているため、上記受注実績に

は含めておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。

製品分類
当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

前年同四半期比(％)

製品売上(千円) 2,174,322 239.0

ソフトウエアロイヤルティ(千円) 205,282 106.0

受託開発(千円) 22,106 31.8

光触媒関連製品(千円) 68,314 85.4

合計(千円) 2,470,026 197.1

(注) １　前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

加賀ハイテック株式会社 62,930 5.0 968,636 39.2

イオンリテール株式会社 － － 597,656 24.2

富士通株式会社 236,401 18.9 95,217 3.9

㈱トーメンエレクトロニ
クス

148,194 11.8 8,288 0.3

㈱ティ・エス・フレスコ 132,070 10.5 10,662 0.4

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年

度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の成長や政府の景気対策に支えられ企業業

績の回復が鮮明となった一方、欧米経済の回復は鈍く、円高による輸出の鈍化やデフレの進行が懸念され

るなど、先行きには不透明感が増しております。

こうした状況の下、当社グループは、地上デジタル放送完全移行へ向け高品質・低価格の自社ブランド

「ＰＲＯＤＩＡ」シリーズの液晶テレビ、チューナーの販売拡大に努めました。

この結果、当第３四半期連結会計期間の経営成績は、売上高24億70百万円（前年同四半期比97.1％

増）、営業損失13百万円（前年同四半期は営業損失１億37百万円）、経常利益33百万円（前年同四半期は

経常損失２億16百万円）、四半期純利益27百万円（前年同四半期は四半期純損失２億18百万円）となり

ました。　

　
事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。

コンピュータ周辺機器及びデジタル受信機器関連事業は、売上高2,401百万円、営業利益１百万円とな

りました。コンピュータ周辺機器及びデジタル受信機器関連事業における主な製品群別の状況は以下の

とおりであります。

(製品売上)

[パソコン周辺機器]

パソコンの国内出荷台数の回復が続いており、パソコンでテレビの視聴・録画ができるテレビキャ

プチャーボードのＯＥＭ販売は、ほぼ計画どおりに推移いたしました。

[デジタルＡＶ家電]

エコポイント効果が続く中、地上デジタル液晶テレビや地上デジタルチューナーの販売に引き続き

注力いたしました。液晶テレビにつきましては、新エコポイント対象の省エネモデルを投入し拡販を

図った結果、新たに販路となった大手通販向けの販売が伸張いたしました。一方で、新モデル立ち上げ

のための開発費や販売費等が発生いたしました。　

また、地上デジタルチューナーにつきましては、大手量販店のほかケーブルテレビ会社や病院等のＢ

toＢ向け販売が増加いたしました。なお、当社は、先日全国に先駆けて地デジ化が完了した石川県珠洲

市に、政府・自治体の皆様のご協力のもと、デジタル放送受信用「簡易なチューナー」をご提供させて

頂いております。
　

これらの結果、製品売上による売上高は21億74百万円（前年同四半期比139.0％増）となりました。

(ソフトウエアロイヤルティ)

世界景気の回復に伴い、世界市場で販売されるデジタルカメラ・デジタルカムコーダの出荷が好調

であったため、これらに同梱される画像編集アプリケーションは好調に推移いたしました。

この結果、売上高は２億５百万円（前年同四半期比6.0％増）となりました。

(受託開発)

大手メーカーの開発費抑制が続いているため、映像編集アプリケーション等の開発案件が低調に推

移した結果、売上高は22百万円（前年同四半期比68.2％減）となりました。

　
光触媒関連事業は、売上高68百万円（前年同四半期比14.6％減）、営業損失14百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、第２四半期連結会

計期間末に比べ１億41百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末には、２億10百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は１億87百万円(前年同四半期は１億12百万円の使用)となりました。こ

れは主に売上債権の減少額６億37百万円、棚卸資産の減少額85百万円等の増加要因があった一方、仕入債

務の減少額５億51百万円等の減少要因があったことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果得られた資金は１百万円(前年同四半期は25百万円の獲得)となりました。これは主に、

投資有価証券の売却による収入が５百万円、有形固定資産の取得による支出が２百万円等があったこと

によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は45百万円(前年同四半期は８百万円の使用)となりました。これは主に、

短期借入金の返済による支出32百万円（純額）、長期借入金の返済による支出が13百万円等があったこ

とによるものです。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究活動の金額は、３億89百万円であります。な

お、当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

　
② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,034,10011,034,100
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数　100株

計 11,034,10011,034,100― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成14年９月19日臨時株主総会特別決議

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個) 1,190 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数 100株

新株予約権の目的となる株式の数(株) 119,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 712 (注)２

新株予約権の行使期間 平成16年９月20日から平成24年９月19日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　712 (注)２
資本組入額　　356 (注)２

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役または使用人の地位を失った場合は
原則として権利行使不能(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止(注)３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個当たりの株式数は、100株であります。

２　新株発行による調整後の価額であります。

３　細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結した「新株予約

権割当契約」に定めております。
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年12月16日定時株主総会決議

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個) 1,400 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数 100株

新株予約権の目的となる株式の数(株) 140,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,895

新株予約権の行使期間 平成19年12月17日から平成23年12月16日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　1,895
資本組入額　　　948

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使不可(注)２

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止(注)２

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個当たりの株式数は、100株であります。

２　細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結した「新株予約

権割当契約」に定めております。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

― 11,034,100 ― 2,562,389 ― 2,717,669

　
(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載を

しております。

① 【発行済株式】
　 　 　 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 118,500
　

― 単元株式数 100株

完全議決権株式(その他)
普通株式　

10,914,300
　

109,143 同上

単元未満株式 普通株式 1,300
　

― ―

発行済株式総数 11,034,100― ―

総株主の議決権 ― 109,143 ―

　
② 【自己株式等】

　 　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ピクセラ
大阪市浪速区難波中
二丁目10番70号

118,500 ― 118,500 1.07

計 ― 118,500 ― 118,500 1.07

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
10月 11月 12月

平成22年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 411 339 395 381 357 350 364 388 377

最低(円) 304 227 269 316 300 320 327 300 280

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年10月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年10月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年10月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年10月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、公認会計士　日野利泰及び公認会計士　重谷芳人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 210,835 70,951

受取手形及び売掛金 1,455,318 1,302,589

商品及び製品 196,174 106,106

仕掛品 35,672 3,606

原材料及び貯蔵品 155,980 247,035

その他 140,403 62,718

貸倒引当金 △15,286 △20,716

流動資産合計 2,179,098 1,772,290

固定資産

有形固定資産 ※1
 138,108

※1
 145,167

無形固定資産

ソフトウエア 32,062 36,961

その他 817 817

無形固定資産合計 32,879 37,778

投資その他の資産

投資有価証券 147,831 174,384

保険積立金 3,789 3,653

敷金 85,468 85,468

その他 18,540 16,950

貸倒引当金 △7,633 △7,633

投資その他の資産合計 247,996 272,822

固定資産合計 418,984 455,769

資産合計 2,598,083 2,228,060

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,259,432 1,127,443

短期借入金 353,700 257,280

1年内返済予定の長期借入金 48,982 39,912

未払法人税等 6,375 6,272

賞与引当金 28,478 65,172

その他 408,292 244,354

流動負債合計 2,105,260 1,740,434

固定負債

長期借入金 179,854 216,376

債務保証損失引当金 － 19,342

繰延税金負債 12,800 12,956

持分法適用に伴う負債 － 202,066

固定負債合計 192,654 450,742

負債合計 2,297,915 2,191,177
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,562,389 2,562,389

資本剰余金 3,218,618 3,218,618

利益剰余金 △5,326,218 △5,592,620

自己株式 △125,013 △124,980

株主資本合計 329,776 63,407

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △29,608 △17,676

為替換算調整勘定 － △8,848

評価・換算差額等合計 △29,608 △26,524

純資産合計 300,168 36,882

負債純資産合計 2,598,083 2,228,060
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
 至 平成22年６月30日)

売上高 3,542,075 8,706,611

売上原価 3,165,090 7,083,541

売上総利益 376,985 1,623,070

販売費及び一般管理費 ※
 1,300,977

※
 1,291,996

営業利益又は営業損失（△） △923,991 331,073

営業外収益

受取利息 483 61

受取配当金 83 71

助成金収入 6,738 －

雑収入 6,549 783

営業外収益合計 13,854 916

営業外費用

支払利息 9,986 11,160

持分法による投資損失 196,942 34,685

その他 60,184 23,844

営業外費用合計 267,113 69,690

経常利益又は経常損失（△） △1,177,251 262,299

特別利益

固定資産売却益 14 －

貸倒引当金戻入額 11,262 －

賞与引当金戻入額 89,091 7,023

役員退職慰労引当金戻入額 245,817 －

債務保証損失引当金戻入額 － 19,342

その他 21 3,558

特別利益合計 346,207 29,924

特別損失

固定資産除却損 59,572 －

事業撤退損 37,891 3,700

事務所移転費用 58,025 －

特別退職金 39,770 2,139

債務保証損失引当金繰入額 19,342 －

投資有価証券評価損 － 3,920

関係会社株式売却損 19,138 －

のれん償却額 68,632 －

特別損失合計 302,372 9,759

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,133,416 282,464

法人税、住民税及び事業税 5,008 5,754

法人税等合計 5,008 5,754

少数株主損失（△） △10,706 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,127,717 276,709
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年６月30日)

売上高 1,252,955 2,470,026

売上原価 1,019,168 2,064,242

売上総利益 233,787 405,783

販売費及び一般管理費 ※
 370,842

※
 419,501

営業損失（△） △137,055 △13,717

営業外収益

受取利息 47 0

受取配当金 83 60

為替差益 － 55,593

助成金収入 455 －

雑収入 145 42

営業外収益合計 731 55,697

営業外費用

支払利息 2,827 3,989

持分法による投資損失 48,357 －

その他 28,881 4,986

営業外費用合計 80,067 8,976

経常利益又は経常損失（△） △216,391 33,003

特別利益

貸倒引当金戻入額 11,262 －

賞与引当金戻入額 6,290 －

その他 21 －

特別利益合計 17,575 －

特別損失

固定資産除却損 13,175 －

事業撤退損 4,813 －

投資有価証券評価損 － 3,920

特別損失合計 17,988 3,920

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△216,804 29,083

法人税、住民税及び事業税 1,570 2,008

法人税等合計 1,570 2,008

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △218,375 27,074
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
 至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,133,416 282,464

減価償却費 73,254 46,412

のれん償却額 68,632 20,410

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20,918 △5,429

賞与引当金の増減額（△は減少） △127,219 △36,694

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △245,817 －

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 19,342 △19,342

受取利息及び受取配当金 △566 △133

支払利息 9,986 11,160

為替差損益（△は益） 18,253 △488

関係会社株式売却損益（△は益） 19,138 －

持分法による投資損益（△は益） 196,942 34,685

有形固定資産売却損益（△は益） △14 －

固定資産除却損 59,572 －

売上債権の増減額（△は増加） 512,303 △152,729

たな卸資産の増減額（△は増加） 172,515 △20,128

仕入債務の増減額（△は減少） △76,481 131,988

未払金の増減額（△は減少） 4,677 9,425

その他 264,352 55,993

小計 △143,623 357,594

利息及び配当金の受取額 565 116

利息の支払額 △11,871 △13,587

法人税等の支払額 △7,177 △8,472

法人税等の還付額 1,645 33

営業活動によるキャッシュ・フロー △160,461 335,683

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △16,277 △11,204

有形固定資産の売却による収入 1,250 －

無形固定資産の取得による支出 △2,022 △2,000

投資有価証券の売却による収入 19,980 9,060

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△41,453 －

関係会社貸付けによる支出 △428,151 －

保険積立金の積立による支出 △90 △90

敷金及び保証金の差入による支出 △21,615 －

敷金及び保証金の回収による収入 86,133 374

出資金の払込による支出 △330 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △402,574 △3,860
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
 至 平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 340,200 △153,200

長期借入れによる収入 214,500 －

長期借入金の返済による支出 △13,037 △39,132

自己株式の取得による支出 △8 △33

配当金の支払額 △146 △54

財務活動によるキャッシュ・フロー 541,508 △192,419

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15,352 △693

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △36,880 138,709

現金及び現金同等物の期首残高 168,919 70,951

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 1,174

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 132,039

※
 210,835
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日)

１　連結の適用に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

　　第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社でありました

貝賽莱(上海)多媒体信息技術有限公司の清算が結了いたしましたの

で、連結の範囲から除外しております。

　　また、持分法適用関連会社でありました株式会社RfStreamにつきま

して、第２四半期連結会計期間において、当社の緊密な者がその株式

の一部を取得したため、支配力基準により第２四半期連結会計期間

より連結の範囲に含めております。

　 (2) 変更後の連結子会社の数

　　２社

２　持分法の適用に関する事項の変更 (1) 持分法適用関連会社の変更

　　上記１　連結の適用に関する事項の変更(1)連結の範囲の変更に記載

のとおり、第２四半期連結会計期間において、持分法適用会社

RfStreamを連結の範囲に含めておりますので、持分法適用の範囲か

ら除外しております。

　 (2) 変更後の持分法適用関連会社の数

　　０社

３　会計処理基準に関する事項の変更 (1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　　請負工事にかかる収益の計上基準については、従来、工事完成基準を

適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基

準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を第１

四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手し

た工事契約から当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の

進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。

　　これにより、売上高は10百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益はそれぞれ４百万円増加しております。

　
【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。

２　棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を

省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法に

より算定する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年９月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、504,261千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、442,598千円で

あります。

　 　
　２　　　　　　　　　――― 　２　保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関の借入に対し、債務保

証を行っております。

保証先 金額(千円) 内容

㈱RfStream 210,657借入債務
 

　
(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料 302,037千円

賃借料 128,443千円

研究開発費 311,067千円

賞与引当金繰入 27,094千円

貸倒引当金繰入 35,331千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料 256,464千円

賃借料 54,629千円

研究開発費 389,171千円

賞与引当金繰入 30,483千円

貸倒引当金繰入 3,830千円

　
第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料 87,435千円

賃借料 35,721千円

研究開発費 92,524千円

賞与引当金繰入 9,881千円

貸倒引当金繰入 67千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料 79,290千円

賃借料 18,320千円

研究開発費 124,078千円

賞与引当金繰入 9,905千円

貸倒引当金繰入 △1,715千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

　 (千円)

現金及び預金勘定 132,039

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 132,039
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年６月30日現在)

　 (千円)

現金及び預金勘定 210,835

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 210,835
 

　
(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年10月１日　

至　平成22年６月30日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 11,034

　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 118

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

コンピュータ周辺
機器及びデジタル
受信機器関連事業

(千円)

光触媒関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 1,172,953 80,001 1,252,955 ― 1,252,955

営業損失(△) △121,113 △15,942 △137,055 ― △137,055

(注) １　製品の種類、性質、製造方法及び販売方法等の類似性に照らして、事業区分を行っております。

２　各事業の主な製品

　(1) コンピュータ周辺機器及びデジタル受信機器関連事業……ＴＶキャプチャボード、デジタルＴＶ

　(2) 光触媒関連事業……光触媒コーティング剤

３　会計処理の方法の変更

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３(1)に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結会計期間の営業損失は、コン

ピュータ周辺機器及びデジタル受信機器関連事業で4,369千円増加しております。

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３(2)に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第

18号　平成18年５月17日)を適用しております。なお、これによる損益への影響はありません。

　
当第３四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

　

コンピュータ周辺
機器及びデジタル
受信機器関連事業

(千円)

光触媒関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 2,401,711 68,314 2,470,026 ― 2,470,026

営業利益又は　　
営業損失(△)

1,000 △14,718 △13,717 ― △13,717

(注) １　製品の種類、性質、製造方法及び販売方法等の類似性に照らして、事業区分を行っております。

２　各事業の主な製品

　(1) コンピュータ周辺機器及びデジタル受信機器関連事業……ＴＶキャプチャボード、デジタルＴＶ

　(2) 光触媒関連事業……光触媒コーティング剤

３　会計処理の方法の変更

(完成工事高及び完成工事原価の計上基準)

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、請負工事にかかる収益

の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業

会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工

事契約から当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結会計期間の光触媒関連事業の売上高が

10,979千円増加し、営業損失が4,176千円減少しております。
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

コンピュータ周辺機器のハードウエア・ソフトウエア及びデジタル放送受信機器等の開発・製造・販

売、その他の事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及営業損失の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　
当第３四半期連結累計期間(自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日)

コンピュータ周辺機器のハードウエア・ソフトウエア及びデジタル放送受信機器等の開発・製造・販

売、その他の事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及営業損失の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　
【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年10月１

日　至　平成21年６月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日)

全セグメントの売上高及び資産の金額の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。

EDINET提出書類

株式会社ピクセラ(E02075)

四半期報告書

23/29



　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 145,655 601 146,257

Ⅱ　連結売上高(千円) － － 1,252,955

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 11.6 0.0 11.6

(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　アジア………………中国、台湾、マレーシア

　　　　その他の地域………カナダ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　
当第３四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 780,297 3,538 783,836

Ⅱ　連結売上高(千円) － － 3,542,075

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 22.0 0.1 22.1

(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　アジア………………中国、台湾、マレーシア

　　　　その他の地域………カナダ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　
当第３四半期連結累計期間(自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　
(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありませ

ん。

　
(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

当社グループでは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　
(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年９月30日)

１株当たり純資産額 27.50円
　

１株当たり純資産額 3.37円
　

　
２　１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 △103.31円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 25.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間は四半期純損失が計上され

ているため記載しておりません。また当第３四半期連結累計期間は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △1,127,717 276,709

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

△1,127,717 276,709

期中平均株式数(千株) 10,915 10,915

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

― ―
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第３四半期連結会計期間　
　 前第３四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 △20.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 2.48円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結会計期間は四半期純損失が計上され

ているため記載しておりません。また当第３四半期連結会計期間は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △218,375 27,074

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

△218,375 27,074

期中平均株式数(千株) 10,915 10,915

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日がリース会計基準等適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついて通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間にお

けるリース取引残高は前連結会計年度末に比べ著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成21年８月13日

株式会社ピクセラ

取締役会　御中

　

日野公認会計士事務所

　

公認会計士　　日　野　　利　泰　　印

　

重谷公認会計士事務所

　

公認会計士　　重　谷　　芳　人　　印

　
私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社
ピクセラの平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成21
年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年10月１日から平成21年６月30
日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者
にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー
を行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して実施される年度の監査に比べ限定された手続により行われた。
私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピクセラ及び連結子会社の平成21年６月
30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成
績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が
すべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報
１　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)」
を適用している。

２　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社グループは前連結会
計年度において1,902,158千円の営業損失を計上し、３期連続の営業損失となった。また、当第３四半期連
結会計期間においても137,055千円の営業損失を計上していることから、継続企業の前提に関する重要な
疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続性の前提に関する重要な不確実性が認め
られる。当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載され
ている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響
を四半期連結財務諸表には反映していない。

　
会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成22年８月12日

株式会社ピクセラ

取締役会　御中

　

日野公認会計士事務所

　

公認会計士　　日　野　　利　泰　　印

　

重谷公認会計士事務所

　

公認会計士　　重　谷　　芳　人　　印

　
私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ピクセラの平成21年10月1日から平成22年9月30日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成22年4

月1日から平成22年6月30日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成21年10月1日から平成22年6月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー

を行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の監査に比べ限定された手続により行われた。

私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピクセラ及び連結子会社の平成22年6月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並

びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

  １．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第18号 平成19年12月27日）を適用して

いる。
　

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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